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分の 1 に当たる約 1300 名からの意見があり、本稿ではその内容を以下の如く８の主題に応
じて詳細に分類整理し、頻度をまとめている。企業経営への意見は、 （1）発明者報酬・評
価・研究への制約、 （2）R&D 戦略、 （3）商業化能力・知財の活用（4）その他の問題（人
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1.  はじめに 
経済産業研究所の発明者サーベイに回答して頂いた発明者の約 4 の 1 の方（1275 名）
から、日本における研究開発の在り方につき自由意見を寄せて頂いた。発明者サーベイ
では、質問票の最後に、 「日本における研究開発の在り方につき、米国等と比べた問題












者を政策・制度への意見として整理した。 更に、 企業経営への意見は、 （1） 発明者報酬・













2.  自由記述の分類方法とデータ概要 









RIETI 発明者サーベイより得られた 1275 人の特許発明者による自由記述の分類方法に
ついて述べる。我々は個別のコメント内容を確認していくことで、最終的に 5 大分類、
11 中分類、28 細分類にコメントの集約を独自に行った。本節の最後に 11 中分類レベル
での集計結果概要について述べる。 
 
2.1  データの出所 
本研究でも用いる発明者自由記述のデータは、2007 年 1 月～6 月にかけて行われた








点や御意見がございましたら、自由にお書きください。 」 （RIETI 発明者サーベイより抜
粋） 
 
  RIETI 発明者サーベイでは全体で 5278 人（ 発明者本人に届いた調査票に対する回収率
は約 27%）の方から調査票への回答を頂いている（詳細は長岡・塚田(2008)を参照） 。
さらに、5278 人のうち、上記の自由記述欄に回答した発明者は 1275 人（約 24%）であ
る。この回答者について、各発明人の特許を NBER の技術分類に従って分類し、回答




＜表 1 挿 入 ＞  
 
2.2  自由記述の分類方法 
自由記述の対象の分類を表 2 にまとめている。個別のコメント内容を確認した結果、5
大分類、11 中分類、28 細分類にコメントを集約した。また表 2 では、細分類に対応す
る各コメントの件数と発明者数 1275 に対する比率を示している。なお一人のコメント
が複数の分類に重複している場合があるため、細分類の合計コメント件数は 1874 とな
                                                  
3  イノベーション過程の理解を深めることを目的としているため、 本調査の対象となる発明者は






＜表 2 挿 入 ＞  
 
5 大分類では、 「企業経営に対する意見」 、 「大学・国立研究所に対する意見」 、 「国の
研究開発支援・規制に対する意見」 、 「特許制度に対する意見」 、 「その他意見」である。
この分類では、企業に対する意見、以外を政策・制度への意見というように大きく二つ
にまとめることもできる。 
  11 中分類は下記のようにまとめられる。企業経営への意見では、 「発明報酬・評価・
研究への制約」 、 「R&D 戦略」 、 「商業化能力・知財の活用」 、 「その他の問題」の 4 つあ
る。大学・国立研究所への意見では、 「産学連携」 、 「教育・研究の質」の 2 つある。国
の研究開発支援・規制の意見では「研究開発への支援制度・規制」である。特許制度へ
の意見では、 「特許審査」 、 「権利保護」 、 「その他特許制度」の 3 つある。最後に「その
他」である。 
  28細分類も大分類、 中分類に対応するように作成した。 「発明者地位 ・ 研究への制約」 、
「発明報酬制度」 、 「発明評価制度」は発明報酬・評価・研究への制約に対応する。企業
の R&D 戦略への意見として、 「短期的利益を目的とした R&D」 、 「基礎的な研究の軽視」 、
「効果的外部連携の欠如」 、 「その他（R&D 戦略） 」と分類した。特許や発明などの商業
化能力・知財の活用に関しては、 「特許に対する理解・活用の不足」 、 「経営者の商業化
機会への目利き不足」 、 「組織内の連携不足」 、 「その他（商業化能力・知財の活用） 」と
分類している。その他の問題については、 「人材流動性の欠如」 、 「研究開発資金の不足」
と「その他」としてまとめた。 
  大学・国立研究所への意見では、 「産学連携」 、 「産業界と補完的な研究が行われてい
ない」 、 「その他（大学・国立研究所の役割） 」 、また「教育－質」 、 「研究の質が低い」と
分類している。研究開発への支援制度・規制では、 「研究開発支援制度」 、 「発明商業化
への規制」と分類した。特許制度に関しては、 「審査時間・費用」 、 「その他審査制度」 、
「権利の保護」 、 「国際化」 、 「情報の開示」 にまとめている。 最後にその他への意見では、
「中小企業・個人発明家に対する支援」 、 「その他対策」とした。 




2.3  中分類での集計結果 






類では 1 件とカウントしている。他の中分類でも同様に計算して図示した。 
 
＜図 1 挿 入 ＞  
 
 図 1 からわかるように、 発明報酬 ・ 評価 ・ 研究への制約に関するコメントが最も多い。
全体 1275 人のうち、379 件（29.7%）を占めている。次に、企業の R&D 戦略に対する
コメントが多くなっている（249 件：19.3%） 。この二つの項目で発明者全体の約 5 割に
上ることがわかる。その他の企業経営への意見である、商業化能力・知財の活用（138
件、10.8%）とその他の問題（112 件、8.7%）を合計すると 68.7%となる。 
次に政策・制度への意見についてみると、研究開発への支援制度・規制に関するコメ
ントが最も多い（175 件：13.7%） 。また、特許審査に対するコメントも 155 件（12.2%）
と次いで多くなっている。大学・国立研究所に対する意見も多く、産学連携についての
コメントは 145 件（11.3%） 、教育・研究の質は 105 件（8.2%）である。特許制度につい
ては、特許審査についてのコメントの他に「その他特許制度に対するコメント」が 80
件（6.2%） 、権利保護に関するコメントが 73 件（5.7%）であった。これらのコメント
を合計すると全体で 57.4%を占めることになる。 




3.  企業経営への意見－課題別の頻度とコメント例－ 





























































































z  会社が技術開発時のリスクを評価できず、 開発者が個人的にリスクを負担してしま
うため、難易度の高いリスクあるテーマに対してチャレンジしにくい。 
 
3.2  R&D 戦略 





的な研究の軽視 51 件（4%）と関連している。例えば下記のコメント例がある。 
 
事業性・利益における短期的な収穫を重視 



























































































3.4  その他の問題（人材流動性の欠如、研究開発資金の不足など） 12 
 






z  米国の方が外国人研究者にオープンであり、 競争が強いため自然と平均レベルが高
い。 国外研究者にクローズドであることが日本の企業内での研究開発のレベルアッ
プの困難さに繋がっていると考える。 
z  日本の企業における研究開発の問題点には以下がある。 （1）外国人研究者が少なす
ぎる（雇用環境の改善が必要、外国人のビザの取りにくさ） 。 （2）海外の研究者と
の交流が少ない （国際学会への参加の機会が限られている。 費用・ 言語の問題 etc） 。
（3）製薬会社の研究部門に医者が殆んどいない（医薬品の開発では臨床情報をい













z  シーズに基づくスタートアップに資金を出す VC が米国では多くあるが、日本では








4.  政策・制度への意見－課題別の頻度とコメント例－ 13 
 
4.1  研究開発への支援制度・規制 
次に政策・制度への意見をみていこう。図 3 から最も意見が多いのが、研究開発支援制



















































が、 医薬品 ・ 医療機器産業では規制への意見があった。 例えば下記のコメント例がある。 
 
発明商業化への規制 






4.2  特許制度－審査制度・権利保護・国際化・情報の開示－ 
特許制度に関する意見が次いで多くなっている。先ず、審査時間・費用（維持費用を含







































































域とのもっと厳格な取り決め、 知的財産侵害時の取り締まり等の強化をしてほしい。  








































































































z  共同研究において、大学側 TLO の研究成果に対する権利の主張が強すぎて、成果
の実施・共同特許出願に企業がためらう。アイデアの提示、研究費の投入を企業が
行っているので、成果の実施と対価はもっと企業サイドに還元されるべき。 








































z  中小企業においては知的財産部も無く、 周辺技術を特許で網羅できる資金が乏しい。  
z  中小企業に対する特許出願料から維持費用に至るまで米・欧諸国のように 50％の
低減などの支援・育成策を切望する。 
 





5.1  組織タイプ別の集計 
図 4（1）と図 4（2）は発明者が所属する従業員数の規模別に細分類レベルでコメント
の比率を計算したものを示している。図 4（1）は企業経営への意見で図 4（2）は政策・
                                                  
4  技術分野、学歴、年齢別に集計した図について付録参照。 21 
 
制度への意見を示しており、 それぞれの規模別の発明者数を分母にして比率を計算して
いる。そのため図 4（1）と（2）を合計すると 1 を上回る。従業員数 501 人以上の企業
（1008 人） 、 従業員数 251 人～500 人の企業 （51 人） 、 従業員数 101 人～250 人の企業 （32
人） 、従業員数 100 人以下の企業（83 人） 、大学等高等教育機関（42 人）と分類してい



























































5.2  組織ユニット別の集計 
次に発明者が所属している組織ユニット別にコメントの比率をみていく。図 5（1）と
図 5（2）は発明者が所属しているユニットを、独立研究開発部門（852 人） 、付属研究
開発（188 人） 、製造（58 人） 、ソフトウェア（34 人） 、その他（104 人）で分類してコ










































  発明者の処遇に関する意見で、 「日本の企業の研究者が研究を長期に続けるキャリア24 
 
パスが無い」との指摘は、発明者の年齢分布を日米比較した場合に、日本の発明者は米
国と異なって 30 代の方が最も多い （米国では 40 代） という事実と整合的である （Walsh 












ートフォリオにおいて、 日本企業ではプロジェクトの 7 割が既存事業の競争力強化が目



































ることを防ぐ意味での 「純粋の防衛特許」 であるが、 日米のサーベイによれば、 実際に、
それは特許取得の重要な動機となっている（日米共に、特許の排他的な自社利用よりも





















も、それぞれ 3%弱と 4%強） 、こうした尺度から見ると日本の大学の発明への関与が大
きく遅れていたという事実は無い（Walsh and Nagaoka（2009c） ）
6。 
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表 1  技術分野別の自由記述回答者の分布 
mainarea 人数（a） 自由記述あり（b） b/a
Chemistry 846 201 0.24
ConsConstr 229 63 0.28
ElecEng 1497 369 0.25
Instruments 1060 292 0.28
MechEng 931 191 0.21
ProcEng 705 158 0.22
不明 10 1 0.1








表 2  発明者自由記述の分類方法とコメント件数 
















































1874 となり 1275 を上回っている。比率は分母を 1275（発明者数）として計算した。そのため合







図 1  中分類での項目別コメント数の比率 


















図 2  細分類での項目別コメント数の比率－企業経営への意見－ 

























































図 3  細分類での項目別コメント数の比率－政策・制度への意見－ 































































図 4（1）  組織タイプ別の集計：企業経営への意見 
F1: 発明者地位、研究への制約 F2: 発明報酬 F3: 発明評価制度 F4: 短期的利益を目的としたR&D F5: 基礎的な研究の軽視 F6: 効果的外部連携の欠如 F7: その他（R&D戦略） F8: 特
許に対する理解・活用の不足 F9: 経営者の商業化機会への目利き不足 F10: 組織内の連携不足 F11: その他（商業化能力・知財の活用 F12: 人材流動性の欠如 F13: 研究開発資金の































































従業員が５０１人以上の企業 従業員が２５１人～５００人の企業 従業員が１０１～２５０人の企業 従業員が１００人以下の企業 大学等高等教育機関
 
図 4（2）  組織タイプ別の集計：政策・制度への意見 34 
 
G1: 産学連携 G2: 産業界と補完的な研究が行われていない G3: その他（大学・国立研究所の役割） G4: 教育－質 G5: 研究の質が低い G6: 研究開発支援制度 G7: 発明商業化への規
制 P1: 審査時間・費用 P2: その他審査制度 P3: 権利の保護 P4: 国際化 P5: 情報の開示 O1: 中小企業・個人発明家に対する支援 O2: その他の対策  

























































従業員が５０１人以上の企業 従業員が２５１人～５００人の企業 従業員が１０１～２５０人の企業 従業員が１００人以下の企業 大学等高等教育機関
 
図 5（1）  組織ユニット別の集計：企業経営への意見 35 
 
F1: 発明者地位、研究への制約 F2: 発明報酬 F3: 発明評価制度 F4: 短期的利益を目的としたR&D F5: 基礎的な研究の軽視 F6: 効果的外部連携の欠如 F7: その他（R&D戦略） F8: 特
許に対する理解・活用の不足 F9: 経営者の商業化機会への目利き不足 F10: 組織内の連携不足 F11: その他（商業化能力・知財の活用 F12: 人材流動性の欠如 F13: 研究開発資金の




































































独立研究開発部門 付属研究開発 製造 ソフトウエア その他
 
図 5（2）  組織ユニット別の集計：政策・制度への意見 36 
 
G1: 産学連携 G2: 産業界と補完的な研究が行われていない G3: その他（大学・国立研究所の役割） G4: 教育－質 G5: 研究の質が低い G6: 研究開発支援制度 G7: 発明商業化への規





































































独立研究開発部門 付属研究開発 製造 ソフトウエア その他
 
付録 1（1）  技術分野別（one-digit）の集計：企業経営への意見 37 
 
F1: 発明者地位、研究への制約 F2: 発明報酬 F3: 発明評価制度 F4: 短期的利益を目的としたR&D F5: 基礎的な研究の軽視 F6: 効果的外部連携の欠如 F7: その他（R&D戦略） F8: 特
許に対する理解・活用の不足 F9: 経営者の商業化機会への目利き不足 F10: 組織内の連携不足 F11: その他（商業化能力・知財の活用 F12: 人材流動性の欠如 F13: 研究開発資金の















































































Chemistry ConsConstr ElecEng Instruments MechEng ProcEng
 
付録 1（2）  技術分野別（one-digit）の集計：政策・制度への意見 38 
 
G1: 産学連携 G2: 産業界と補完的な研究が行われていない G3: その他（大学・国立研究所の役割） G4: 教育－質 G5: 研究の質が低い G6: 研究開発支援制度 G7: 発明商業化への規


















































































Chemistry ConsConstr ElecEng Instruments MechEng ProcEng
 
 
付録 2（1）  学歴別の集計：企業経営への意見 39 
 
F1: 発明者地位、研究への制約 F2: 発明報酬 F3: 発明評価制度 F4: 短期的利益を目的としたR&D F5: 基礎的な研究の軽視 F6: 効果的外部連携の欠如 F7: その他（R&D戦略） F8: 特
許に対する理解・活用の不足 F9: 経営者の商業化機会への目利き不足 F10: 組織内の連携不足 F11: その他（商業化能力・知財の活用 F12: 人材流動性の欠如 F13: 研究開発資金の
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